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研究成果の概要（和文）：本研究では、地方における大規模スポーツイベントの開催がもたらす社会効果、及び
社会効果を生み出す機序を明らかにすることを試みた。研究期間全体を通して得られた成果は、インタビュー調
査を通した地方の大規模スポーツイベントにおける社会効果の先行要因として、参加型スポーツイベントとは異
なる文脈の研究と同様に顧客参加行動と顧客市民行動が抽出されたこと。新たな先行要因としての「目標設定」
が顧客参加行動として、「仲間との交流」が顧客市民行動として抽出されたこと。既存尺度を用いたモデル化に
は限界があり、文脈に合った顧客価値共創行動の尺度から開発から始める必要があること明らかになったことで
ある。

研究成果の概要（英文）：This study attempted to identify the social impact of large-scale sporting 
events in rural areas and the mechanisms that generate social impact. The results obtained 
throughout the study period were that customer-participation behavior and customer-citizenship 
behavior were extracted as antecedents of social impact in large-scale sporting events in rural 
areas through interviews, as in studies in contexts different from participatory sporting events. 
The interview survey extracted Customer-citizenship behavior as an antecedent of social impact in 
large-scale local sporting events. "Goal setting” as a new antecedent was extracted as 
customer-participation behavior, and "interaction with peers" was extracted as customer-citizenship 
behavior. It became clear that modeling using existing scales has limitations and that it is 
necessary to start with the development of a scale for customer value co-creation behavior that fits
 the context.

研究分野： Sports Science
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  １版

令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
本研究における研究成果の学術的意義は、スポーツイベントをその参加者に提供するサービスとして捉え、サー
ビス科学分野で用いられているサービス・ドミナント・ロジックを援用することによって、社会効果の先行要因
としてスポーツイベントの規模や質だけでなく、そのイベントに対する参加者の関わり方が、その参加者自身が
獲得する社会的価値を高める可能性を示唆したことである。また、それによってこれまで客観的に評価すること
ができなかった地方創生を目的としたスポーツイベントの評価手法の開発に繋がる新たな知見を提供することが
できた。今後この研究が発展することで、エビデンス・ベースでのスポーツ施策の実施に繋がるものと考える。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９（共通） 
 
１．研究開始当初の背景 
（1） 社会的背景 
東京一極集中を是正し、地方の人口減少に歯止めをかけ、日本全体の活力を上げることを目的
とした一連の政策として、2014 年より地方創生が推進されてきた。その中で、2018 年に閣議決
定された「第 2期 まち・ひと・しごと創生総合戦略」において、「スポーツ・健康まちづくり」
という項目が新たに創設され、「各地域がスポーツの持つ潜在的で多様な価値を積極的に引き出
し、多様な社会課題の解決に取り組むとともに、様々なスポーツ関連領域で活躍する優秀な人材
を継続的に育成・輩出すること」が推進されている現状にあった。一方で、このような背景から
地方創生を目指した大規模スポーツイベント等のスポーツ関連施策が様々な自治体において行
われているものの、実際にどのような効果が得られているのかを評価することができていない
のが実情であった。 
 
（2） スポーツイベントの社会効果 
「第 2 期 まち・ひと・しごと創生総合戦略」において、第一の柱として掲げられたスポーツ
を活用した経済・社会の活性化という観点から、経済効果と社会効果の両面よりスポーツイベン
トの効果について検討することが望まれていた。しかし、経済効果の算出方法については、国内
外において統一性の欠如や長期的視点の欠落など、様々な問題点があると指摘されており（Taks 
et al., 2011）、正確に算定することが難しかった。一方で、こうした経済効果と対比される形
で、スポーツイベントの社会効果が注目されている。社会効果とは、地域住民が味わう祝祭的な
気分や地域に対する誇り、社会的連帯の強化といった心理的所得を指し（原田，2008）、地域住
民の認知的な側面から検証が行われていた。 
 
２．研究の目的 
地方における大規模スポーツイベントの開催がもたらす社会効果、及び社会効果を生み出す
機序を明らかにし、これまで客観的に評価することができなかった地方創生を目的としたスポ
ーツイベントの評価手法を提案することを目的とした。 
 
３．研究の方法 
（1） 半構造化インタビューを用いた質的調査 
インタビュー調査については、大規模な参加型スポーツイベントの事例としてつくばマラソ
ンを対象とし、過去につくばマラソンへの参加経験のある成人男女 20 名を対象に、半構造化面
接法を用いて調査（1人あたり約 60 分）を行った。調査内容に際しては 1.マラソン大会への参
加によって獲得した主観的な価値意識、2.価値の向上に繋がった自身の行動（顧客価値共創行動）
について質問をし、インタビューの後に取得した音声データから逐語録を作成した上で、質的デ
ータ分析手法である継続的比較法（Boeije, 2010）を用いて分析した。次に、スポーツの社会効
果（Lee et al., 2013）、及び顧客価値共創行動（Youjae & Taeshik, 2013）の構成概念に基づ
いて事前に設定したコードに本研究の操作的定義と照らし合わせながらテキストデータを当て
はめ、演繹的コーディングを行った。なお、演繹的コーディングに使用したコードに当てはまら
ない概念が抽出された場合には、帰納的コーディングを行い新たな概念を構築することとした。
データの解釈には、インタビュー内容と文献資料及び大会の公式ページなどの内容を比較する
トライアンギュレーション、また対象者にインタビューの内容と分析結果を共有し、対象者の認
識との齟齬がないことを確認するメンバーチェックを行った。その後、対象者から最終確認を受
けた後、質的分析のピアレビューを依頼した質的研究を専門とする研究者との協議によって最
終的な結論を導くピアディブリーフィングを行い、分析内容の妥当性を確認した。 
 
（2） アンケートを用いた量的調査 
アンケート調査においては、Web 調査を活用して過去 1年間に国内のマラソン大会参加経験の
ある者 1041 名を対象に、スポーツの社会効果（Lee et al., 2013）、及び顧客価値共創行動
（Youjae & Taeshik, 2013）の尺度を用いて概念間の因果関係を明らかにし、モデル化すること
を試みた。社会効果尺度として、5 因子 15 項目の社会効果尺度を採用した。本尺度は、スポー
ツを文脈とした社会効果研究として行われた先行研究（Lee et al., 2013）において開発され、
「人的資本」、「社会関係資本」、「集団的アイデンティティ」、「ウェルビーイング」、「健康リテラ
シー」の 5 因子 15 項目で構成されている。また、顧客価値共創行動尺度として、2 次因子構造
の 8因子 29 項目の顧客価値共創行動尺度を採用した。本尺度は、Youjae & Taeshik （2013）に
よって開発され、「情報探索」、「情報共有」、「責任ある行動」、「個人的な相互作用」の 4因子か
ら構成される「顧客参加行動」、「フィードバック」、「推奨」、「援助」、「寛容さ」の 4因子から構
成される「顧客市民行動」という 2次因子構造の 8因子 29 項目で構成されている。社会効果、
顧客価値共創行動尺度はリッカート尺度を採用し、「とてもそう思う」から「まったくそう思わ
ない」の 7 段階尺度で測定した。その他、デモグラフィクス項目（性別、年齢、マラソン大会出
場歴（期間）、マラソン大会出場歴（回数）、直近で参加したマラソン大会、直近の大会で走った



距離））及び大会への期待を測定する項目を設定した。分析は、SPSS29.0、および SPSS AMOS29.0
を用いて行われた。尺度の信頼性及び妥当性は確認的因子分析、構成概念信頼性（Construct 
Reliability: CR）、平均分散抽出（Average Variance Extracted: AVE）の算出により行われた。 
 
４．研究成果 
（1） 質的調査による成果 
表 1 は、分析によって抽出されたマラソン大会への参加によって獲得した主観的な価値意識
を示しており、大規模マラソンイベントへの参加による獲得価値として、快感情（主観的ウェル
ビーイング）と生きがい（心理学的ウェルビーイング）から構成される「ウェルビーイング」、
オフラインの繋がりとオンラインの繋がりから構成される「社会関係資本」、競技パフォーマン
ス、基礎的体力、汎用的スキルから構成される「人的資本」、マラソン以外の日常生活において
も生活の質を高めるような「健康」が抽出された。分析の枠組みとして使用した先行研究（Lee 
et al., 2013）との主な相違点は、所属する集団への誇りや帰属意識の変化を示す「集団的アイ
デンティティ」と健康に関する知識や行動の変化を示す「健康リテラシー」が抽出されず、マラ
ソン大会への事前準備や参加を通した直接的な健康状態の変化が価値として認識されているこ
とであった。 
 
表 1. 分析によって抽出されたマラソン大会への参加によって獲得した主観的な価値意識 

 
表 2 は、分析によって抽出されたマラソン大会における顧客価値共創行動を示しており、大規
模マラソンイベントへの参加に伴う顧客価値共創行動として、目標設定、責任ある行動、情報探
索で構成される顧客参加行動、および仲間との交流と援助行動で構成される顧客市民行動が抽
出された。分析の枠組みとして使用した先行研究（Youjae & Taeshik, 2013）との主な相違点
は、顧客参加行動において「情報共有」と「個人的な相互作用」、顧客市民行動において「フィ
ードバック」、「推奨（アドボカシー）」、「寛容さ」が抽出されなかったことである。一方で、本
研究では、新たに顧客参加行動において「目標設定」、顧客市民行動において「仲間との交流」
が抽出された。したがって、先行研究における顧客価値共創行動とは異なる参加型スポーツイベ
ント特有の顧客価値共創行動が示された。 
 

表 2. 分析によって抽出されたマラソン大会における顧客価値共創行動 

 
（2） 量的調査による成果 
表 3は、社会効果におけるそれぞれの平均値、標準偏差、因子負荷量、構成概念信頼性及び平
均分散抽出を示している。分析の結果、χ2/df（基準値≦ 5.00）（Schumacker & Lomax, 2010）、
CFI（comparative fit index）（ 基準値≧ 0.90） の適合度指標が基準値（Hair et al., 2005）
を満たした。RMSEA（root-mean-square error of approximation）（基準値≦ .080）について
も、基準値を満たした。収束的妥当性を示す AVE は、.69 から.79 と基準値とされる.50（Fornell 
& Larcher, 1981）を上回り、信頼性を示す CR は.87-.92 と基準値とされる.60（Bagozzi and 
Yi, 1988）を上回った。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



表 3. 社会効果の記述統計 

 
 
表 4 は、顧客価値共創行動におけるそれぞれの平均値、標準偏差、因子負荷量、構成概念信頼
性及び平均分散抽出を示している。分析の結果、「情報探索」において信頼性を示す CR が.46、
また収束的妥当性を示す AVE において.25 と基準値を大幅に下回る値であったことから、本研究
における分析においては「情報探索」を取り除いて分析を進めることとした。その上で再度確認
的因子分析を行ったところ、CFI（comparative fit index）（ 基準値≧ 0.90） の適合度指標が
基準値（Hair et al., 2005）、RMSEA（root-mean-square error of approximation）（基準値
≦ .080）について基準値を満たした。χ2/df（基準値≦ 5.00）（Schumacker & Lomax, 2010）
については基準値を上回り 5.521 となったが、CFI 及び RMSEA にて基準値を満たしていることか
ら、許容範囲内のモデル適合と判断し、そのまま分析を進めることとした。収束的妥当性を示す
AVE は、「情報共有」、「フィードバック」、「推奨」の 3 項目で基準値とされる.50（Fornell & 
Larcher, 1981）を下回ったが、Lam（2012）によると CR が.60 以上であれば構成概念の収束的
妥当性は十分であるとされている。上記の 3 項目において、いずれも CR は.60 を上回っている
ことから、分析を行う上で許容範囲の妥当性があるものと判断した。信頼性を示す CR は全ての
項目において基準値とされる.60（Bagozzi and Yi, 1988）を上回った。 
 

表 4. 顧客価値共創行動の記述統計 

 

 
表 5 は、各因子の弁別的妥当性を示したものであり、検証の方法として因子間相関の平方と
AVE の比較検討（Fornell and Larcker, 1981）を採用した。結果、全ての因子間において各因
子の AVE を各因子間相関の平方が上回るものが複数確認されたため、弁別的妥当性を確認する
ことができなかった。以上の結果から、本研究で用いられる尺度は弁別的妥当性に疑問が残るも
のであることが明らかとなり、概念間の因果関係を分析する共分散構造分析の実施に至ること



ができなかった。その主な要因としては、異なる文脈で開発された尺度をスポーツに応用したも
のであることが考えられる。特に、これまで顧客価値共創行動についてはスポーツの文脈で尺度
開発がされていないため、今後本研究を発展させるためには参加型スポーツイベントの文脈に
合う顧客価値共創行動尺度の開発から始める必要があると考えられる。 
 

表 5. 因子相関係数の平方と AVE 

 

 
本研究における研究成果の学術的意義は、スポーツイベントをその参加者に提供するサービ
スとして捉え、サービス科学分野で用いられているサービス・ドミナント・ロジックを援用する
ことによって、社会効果の先行要因としてスポーツイベントの規模や質だけでなく、そのイベン
トに対する参加者の関わり方が、その参加者自身が獲得する社会的価値を高める可能性を示唆
したことである。また、それによってこれまで客観的に評価することができなかった地方創生を
目的としたスポーツイベントの評価手法の開発に繋がる新たな知見を提供することができた。
今後この研究が発展することで、エビデンス・ベースでのスポーツ施策の実施に繋がるものと考
える。 
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